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日本ケーブルラボが拓く
ケーブル4Kの未来新連載

新連載

（図版提供：日本ケーブルラボ）

第11回    高度BS再放送に向けた検討状況
日本ケーブルラボ 実用化開発部長

 柴田 達雄

日本ケーブルラボが拓くケーブル4Kの未来

本連載もいよいよ大詰めとなってきた。現実のケーブルサービス
に目をやると、高度 BS 再放送運用仕様の最終化が本年夏に迫ろう
としている。今回は 4 Ｋ /8 Ｋを含む高度 BS 再放送に関わる課題
を取り上げ、どういった解決方法が用意されているのか、放送コン
テ ン ツ を「High efficiency ＝ 高 効 率 」 で「heterogeneous 
environment ＝異種混合環境」へ伝送する手立てを紹介する。
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第 1 章　はじめに

第 2 章　高度 BS 再放送に関わる課題

高度 BS 放送は、正式には高度広帯域
衛星デジタル放送と呼ばれ、放送衛星（BS）
の中継器（トランスポンダ）1 台を用いて伝
送できる約 100Mbps のダウンリンク信号をも
って、4K/8K の超高精細度テレビジョン放送

（UHDTV）を提供するサービスである。
高度 BS 放送は、試験放送が本年（2016

年）夏頃に BS17 チャンネルを用いて開始さ
れる。BS17 チャンネルは 2015 年 3 月末ま
で衛星セーフティネット（難視対策用）に利
用され、現在空となっているものである。そ
の後、新放送衛星（BSAT-4a）が打上げ
られ、運用が開始されるのを待って、2018
年に実用放送の開始が予定されている。

ケーブルテレビにとってこの高度 BS 放送
を再放送することは、視聴者サービスとして
重要であるほか、放送インフラとしての社会
的な使命でもある。特に高度 BS 放送が対
象とする 4K/8K 放送は、その高い情報速
度ゆえに地上デジタル放送（ISDB ーT）の

現行パラメータでの伝送は困難とされ、陸上
での伝送はケーブルに限られることから世の
中に果たす役割は大きい。

高度 BS 放送の技術基準は、総務省が
2014 年に情報通信審議会の答申に基づき

「超高精細度テレビジョン放送システムに関
する技術的条件」のうち「衛星基幹放送及
び衛星一般放送に関する技術的条件」とし
て策定し、これを受ける形で電波産業会

（ARIB）が標準規格を策定した。2015 年
12 月末には、次世代放送推進フォーラム

（NexTV ー F） が 運 用 規 定（NEXTVF 
TR ー0004） 1.0 版を策定し、公表した。こ
れら一連の標準化作業の結果、信号多重
化方式や限定受信方式（CAS）等におい
てこれまで採用されていない技術が導入され
ており、ケーブルテレビが再放送するに当た
ってはこれら新技術への対応が求められて
いる。本稿ではこれら課題に対する検討状
況について解説する。

高度 BS 放送の技術基準の骨子を、現行
の BS 放送（広帯域衛星デジタル放送）と
の対比で表 1 に示す。表中で太字が、現
行の BS 放送との主な相違点である。一部
は既にケーブルの 4K 自主放送で対応済とな
っているが、下線を付した項目は、自主放送
では利用されていない技術であり、ケーブル
で再放送を行う上で新たに対応が必要な事
項となる。以下、各課題の概要を述べる。

まず、信号多重化方式が BS デジタル放
送での MPEG2 ーTS から新たな多重化方
式 MMT（MPEG Media Transport）に
代わることへの対応がある。MMT には異な

る経路で受信した放送および通信コンテンツ
を同期して表示する機能等があり、高度 BS
放送において様々な高度サービスを提供す
るための基 礎 技 術 が盛り込まれている。
MMT への対応を含むトランスモジュレーショ
ン方式ついては第 3 章で述べる。

次に、スクランブル（暗号化）方式が、
CAS のセキュリティを強化する目的で鍵長
128ビットの AESと規定されたため、これを
新たに導入する必要がある。鍵長 128ビット
の導入を含む CAS についての課題と対応
については第 4 章で述べる。
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 3 ー 1　MMT 概要

現行の放送システムでは、多重化方式（メ
ディアトランスポート方式）として MPEG で標
準化された MPEGー2 TS（Ｔｒａｎｓｐｏｒｔ Ｓｔｒｅａ
ｍ）が用いられている。MPEG2ーTS では、
単一の伝送路による放送を前提に、制御信
号やクロックも含め各コンポーネントを一つのス
トリームとして扱っているが、この方式では、
近年の放送と通信が併存する環境下で多様
な伝送路を介し、かつテレビのみならずタブレ
ットやスマホ等のデバイスに対して高度なサー
ビスを提供するのには限界がある。

このような混在環境下におけるメディア配
信に用いられる一連の規格として 2014 年 3
月に国際標準（IS）化されたのが、ISO/

第 3 章　高度 BS 再放送トランスモジュレーション方式

IEC 23008 MPEG ーH（Ｈｉｇｈ ｅｆｆｉｃｉｅｎｃｙ 
ｃｏｄｉｎｇ ａｎｄ ｍｅｄｉａ ｄｅｌｉｖｅｒｙ ｉｎ ｈｅｔｅｒｏｇｅ
ｎｅｏｕｓ ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔｓ）であり、その Part 
1 が MMT である。 なお、MPEG ー H の
Part 2 は 4K/8K の符号化に用いられるＨｉｇ
ｈ Ｅｆｆｉｃｉｅｎｃｙ Ｖｉｄｅｏ Ｃｏｄｉｎｇ（ＨＥＶＣ）で
あり、他に 3D Audio（Part 3）、Ｆｏｒｗａｒ
ｄ Ｅｒｒｏｒ Ｃｏｒｒｅｃｔｉｎｇ Ｃｏｄｅｓ ｆｏｒ ＭＭＴ 
（Part 10）、Composit ion coding for 
MMT（Part 11）等が規定されている。

図 1 に MMT における符号化信号の構
造を MPEG2-TSと比較して示す。

図 の 最 上 位 にある NAL（Network 
Abstraction Layer）ユニットは、H.265/
HEVC エンコーダが出力する符号化信号で
あり、制御情報と、圧縮された映像スライス

広帯域 高度広帯域
使用周波数帯 BS:11.7～12.2GHz CS:12.2～12.75GHz
伝送帯域幅 34.5MHz

変調方式 BPSK, QPSK, TC8PSK π/2 シフトBPSK, QPSK, 
8PSK, 16APSK

変調速度 28.86Mbaud 33.7561Mbaud

情報レート例
(変調方式等)

最大約52Mbps
(TC8PSK, 2/3)

約100Mbps
(16APSK, 7/9)

誤り訂正
方式

内符号 畳込符号化 又は TC(2/3) LDPC
外符号 短縮化RS 短縮化BCH

スクランブル方式 MULTI2 *AES, Camellia
多重化方式 MPEG-2 TS MPEG-2 TS, *MMT･TLV

映像符号化方式 MPEG-2 H.265 | HEVC

音声符号化方式 MPEG-2 AAC MPEG-2 AAC,
MPEG-4 AAC/ALS

映像入力フォーマット 480/I, 480/P [SD]
720/P, 1080/I [HD]

1080/I, 1080/P [HD]
2160/P, 4320/P [UHD]

色域 ITU-R BT.709
ITU-R BT.709,
IEC61966-2-4,
ITU-R BT.2020

2
表１ 衛星デジタル放送の技術基準　　　　　（平成26年7月3日総務省令第59号にて改正）

　　　注：技術基準ではスクランブル方式と多重化方式について2方式が併記されたが、NexTV-F運用規定では
             *印を付したAES、MMT・TLVが選択された。
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データの 2 種類がある。制御情報と映像ス
ライスデータを連結したものはアクセスユニット

（AU）と呼ばれ、1 枚のフレーム（Picture）
に相当する。NAL/AU は従来の MPEG2
ー TS では Elementary Stream（ES） に
相当する。

次の MFU（Media Fragment Unit）は、
MMT における最小の処理単位で、H.265
映像信号の場合は NAL ユニットとなる。こ
の場合の MFU は MPEG2 ーTS の PES に
相当すると考えてよい。

MPU（Media Processing Unit）は、図 2

に示すように、メタデータとMFU が連結し
たサンプルデータより構成され、H.265 のよう
なフレーム間予測を用いる符号化信号を用い
る場合には、GOP（Group of Picture）と
同じ単位である必要がある。MPU は独立し
て復号が可能な符号化単位であり、提示時
刻や復号時刻もMPU 単位で指定可能であ
る。

MMTP ペイロードを MPU/MFU から生
成する方法は 2 つある。1 つ目は、MPU を
分 割 する方 法、2 つ目は MFU から MPU
を構 成 する処 理を省 略し、MFU を直 接

MFU MFU MFU MFU

MPU
メタデーター

ムービーフラグ
メントメタデータ サンプルデータ サンプルデータムービーフラグ

メントメタデータ

MPU

図2 MPUの一般的な構成

MMTPパケット（可変長）

映像/音声信号

TSパケット(188バイト）

映像/音声信号

184バイト毎に分割

ヘッダー（4バイト）付加

フレーム等の意味ある単位でパケット化

MPEG2-TSMMT

AU （アクセスユニット）
NAL* ユニット

メタデータ＋複数のMFU

ヘッダー付加

Elementray Stream (ES)

Media Fragment Unit (MFU)

Media Processing Unit (MPU)

MMTPペイロード TSペイロード(184バイト）

Packetized Elementary Stream (PES)

分割

図1 MMTにおける符号化信号の構造とMPEG2-TSとの比較

*NAL=Network Abstraction Layer; NAL ユニットは H.264、H.265 等における符号化データおよびメタデータ
** 放送では、AU/NALをMMTP ペイロードに直接乗せることが可能
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MMTP ペイロードとする方法であり、放送
では遅延削減効果のある 2 つ目の方法が用
いられる。この場合、MPU に含まれるべき
メタデータは、制御情報として送信される。
MMTP ペイロードは可変長だが、サイズに
より複数の NAL ユニットを格納したり、NAL
ユニットを分割して格納する。

最後に、MMTP ペイロードにヘッダを付
加したものが MMTP パケットとなる。ヘッダ
にはペイロードタイプ、配信タイムスタンプ、
パケットシーケンス等の情報が含まれる。

図 3 に放送で MMT を使う場合のプロト
コルスタックを示 す。 図 1 で生 成された
MMTP パケットは IP ヘッダを付加されて IP
データフローとなり、可変長パケットに対応す
る TLV（Type Length Value）を用いて
多重化され、放送伝送路に送出される。

制御情報は図 3 に示される MMTーSI に
加え、TLVーSI の 2 種類がある。MMTー

SI は、放送番組の構成などを示す制御情報
であり、MPEG2 ー TS の PSI に相 当 する。
TLV ーSI は、 図 4 および図 5 に示される
TLV ーNITとAMT より構成され、選局の
ための情報や放送番組とIP アドレスの対応
情報を提供する。

TM
CC

HEVC HTML5

MMT
UDP/IP

TLV

放送

データ伝送方式

コンテンツ
ダウンロード

アプリ映像 音声 字
幕

字幕
符号化

EPG

AAC、
ALS

時
刻
情
報

N
TP

(

(

M
M
T-
SI

図3 MMTのプロトコルスタック（放送）　　　出典：ARIB STD-B60「デジタル放送におけるメディアトランスポート方式」

図 3 の上部左側に表れている NTP（Net-
work Time Protocol）は、ネットワーク上
の機器を協定世界時（UTC）に同期させ
るためのプロトコルで、MMT では本プロトコ
ルを用いることにより、放送と通信のように異
なる伝送路経由で送られたコンポーネントを、
受信側で高精度に同期して再生することが
可能となる。

 3 ー 2　トランスモジュレーション方式

①高度 BS 放送運用パターン
ケーブル業界が 2015 年 12 月に開始した

ケーブル 4K サービスでは、映像のビットレー
トを 25Mbpsとし、音声および SI を加えたビ
ットレートを 27Mbps 程度とすることにより、
64QAM での伝送を可能としている。

一方、NexTVーF の運用規定 1.0 版では、
4K 映像の最大ビットレート（「デフォルトマキ
シマムビットレート」）は 35Mbpsとなっており、
これに音声や SI を加えると38Mbps 程度の
伝送レートとなる。これに対して、高度 BS
放送のトランスポンダ当たりの伝送ビットレート
は約 100Mbps であり（表 1 参照）、実用放
送では、1 つのトランスポンダを使って 3 つの
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4K チャンネル用 TLVストリームが運用される
と想定されることから、単純に割ると1 つの
TLV ストリームのビットレートは 33Mbpsとなる。

従って、高度 BS 放送をケーブル伝送路
で再エンコード等の処理なくそのまま再放送
するためには、単一の 64QAM による伝送
は困難で、256QAM の利用が必要となると
想定される。

この場合、ケーブルヘッドエンドでは、衛

星からの 100Mbps ダウンリンク信号に含ま
れる 3 つの 4K TLV ストリームを分離し、そ
れぞれを単一の 256QAM で伝送する。こ
の処理のイメージを図 4 に示す。

一方、日本のケーブルテレビ事業者で、
放送用の 256QAM を運用している事例は
現状では少ない。放送に利用される ITU ー

T J.83 Ａｎｎｅｘ C 準 拠 の 64QAM と
256QAM の所要 C/N の差は約 8dB 程度

図4 4K TLVストリームを単一256QAM伝送路で再放送するイメージ図

TLV Stream 1

IPデータ
フロー

TLV-
NIT
AMT

NTP 4K 1

M
M

T-SI

TLV Stream 2

IPデータ
フロー

TLV-
NIT
AMT

NTP 4K 2

M
M

T-SI

TLV Stream 3

IPデータ
フロー

TLV-
NIT
AMT

NTP 4K 3

M
M

T-SI

トランスポンダ

256QAM 1

TLV Stream 1

IPデータ
フロー

TLV-
NIT
AMT

NTP 4K 1

M
M

T-SI

TLV Stream 2

IPデータ
フロー

TLV-
NIT
AMT

NTP 4K 2

M
M

T-SI

TLV Stream 3

IPデータ
フロー

TLV-
NIT
AMT

NTP 4K 3

M
M

T-SI

256QAM 3256QAM 2
TSMF TSMF TSMF

TLVストリームごとに単一のQAMで伝送

　注 ： TLV-NIT（TLV 用ネットワーク情報テーブル）＝変調周波数など伝送路の情報と放送番組を関連付ける情報　　　
　　　AMT（Address Map Table）＝放送番組番号を識別するサービス識別子とIP パケットを関連付ける情報
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あり、既存の HFC で 256QAM を運用する
には送出レベル等の調整が必要となる。特
に集合住宅等で減衰が大きい棟内配線を利
用している場合には、調整しても256QAM
の運用が困難な場合が予想される。

このような場合、本企画の 6 月号および
11月号で既に解説した複数搬送波伝送方式
を用い、複数の 64QAM 伝送路を利用して
高度 BS 4K 放送を再放送する技術もある。
その場合の伝送のイメージを図 5 に示す。

図5 複数QAMによる高度BS 4K放送の再送信イメージ
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TLV Stream 3

IPデータ
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トランスポンダ

TLVストリームを複数のQAMに分けて伝送

64QAMを利用する場合

64QAM 1

TLV Stream 1
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TLV-
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TLV Stream 2
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64QAM 2 64QAM 3 64QAM 4
TSMF TSMF TSMF TSMF

② 拡張 TSMF による TLV の伝送
高 度 BS 放 送 の 再 放 送 にお いて、

MMTP パケットを多重化した TLV ストリー
ムをQAM 伝送路で伝送する場合には、「拡
張 」TSMF （Transport Stream Multi-
plexing Frame） を 用 いる。 現 行 の
TSMF は、MPEG2 ー TS（188 バイト長 ）
を伝送するが、拡張 TSMF では、TS に加
えて TLV の伝送も可能で、TLV の場合に
は図 6 に示すように可変長の TLV パケット
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を機械的に 185 バイトに分割した上で 3 バイ
トの同期バイトを付加し、TSと同じ 188 バイ
ト長とすることにより、TSMF フレームに収容
する。フレームの中身が TS か TLV かは、
拡張領域に新たに規定された拡張 TSMF
ヘッダ中のフラグにより識別する。

なお、高度 BS 放送では、前述のように、
１つのトランスポンダ上で複数の TLV ストリ
ームを伝送する運用形態に加え、トランスポ
ンダ上で 1 つの TLV ストリームを伝送し、こ
の中で単一もしくは複数のサービスを提供す

る運用形態がある。後者は、特に 4Kと8K
が時間帯により切り替えられる、いわゆる「ま
だら放送」で用いられると考えられる。この
場合、ケーブルヘッドエンドでは、衛星から
の 100Mbps TLV ストリームに手を加えるこ
となく複数搬送波伝送システムに信号を入力
し、ケーブル STB は、複数 QAM 経由で
受信される信号を束ねて 100Mbps TLV ス
トリームを再生成することにより、衛星からの
直接受信と同様に 4K/8K 混在サービスを
提供できる。

 ４ー１　高度 BS 再放送用 CAS

高度 BS 放送の CAS 用スクランブル方式
は、4K/8K コンテンツの伝送に見合うセキュ
リティ強度を確保する観点から鍵長 128ビッ
トの AES が採用されており（表 1 参照）、
ケーブルによる再放送でも同等のスクランブ
ル方式を利用する必要がある。一方、ケー

第 4 章　次世代 CAS

ブル 4K 自主放送用の CAS は、現在は従
来の Multi2（鍵長 64 ビット）を用いる C ー

CAS 方式のままとなっており、今後、ハリウッ
ドコンテンツ等を伝送することを想定すると、
高度 BS 放送と同様に鍵長 128ビットの暗号
化方式への対応が必要となる。現在ケーブ
ル業界で検討が進められている次世代ケー
ブ ル CAS 方 式 は、C ー CAS+ と呼 ばれ、

TLV パケット 2

パケット分割 TLV 

図6 拡張TSMFによるTLVの伝送

出典：放送システム委員会「ケーブルテレビにおける超高精度テレビジョン放送の導入に関する技術的条件」
（平成 26 年 11 月4 日）
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OMS（Open Media Security） 方 式 を
CAS 基盤として採用することが検討されて
いる。

ケーブルテレビで高度 BS 放送を再放送す
る場合の CAS 方式は、高度 BS 用の CAS

（以下、新放送 CASと呼称）をそのまま利
用する方法もあるが、再放送用の STB がケ
ーブル自主放送用 STBと共用であることか
ら、次世代ケーブル CAS 方式との関係で、
図 7 に示す 3 つの形態が想定されている。

①は全ての 4K サービスを次世代ケーブル
CAS により対応する形態であり、高度 BS
放送についてはケーブル側で ReCASを行う。
②は全ての 4K サービスを新放送 CAS によ
り対応する形態であり、ケーブル自主放送に
ついても新放送 CAS で視聴制御する。

③は両方式の併用形態で、ケーブル自主
放送・高度 BS 再放送をそれぞれの CAS
方式で運用することから、ReCAS の必要は
なく、ケーブル局側の設備は単純化されるが、
STB に両方式に対応した CAS クライアント
の実装が必要となる。

方式を選択するに当たっては、①について
は放送事業者によるReCAS の同意を得るこ
と、②については、新放送 CAS で自主放送
の視聴制御を行う場合のコスト等の経済条件
が確定することがそれぞれ前提となる。本稿
執筆時点では、これらの情報は得られておら
ず、最終的な方式の選択には至っていない。

STB STB STB
マルチメディア
SoC

マルチメディア
            SoC

マルチメディア SoC

セキュア領域
（OMS）

セキュアチップ
（新放送 CAS）

セキュアチップ
（新放送 CAS）セキュア領域

（OMS）
認証暗号通信路
（SAC）

認証暗号通信路
（SAC）

① ② ③
図7 ケーブル自主放送/高度BS再放送対応STBのCASシナリオ

なお、STB は、4K に加え、従来の 2K 自
主放送と2K 再放送（BS、地デジ）への対
応も必要となることから、更に複雑な諸条件
の比較検討が必要となる。

例えば、2K 再放送は現在 BーCASカード
により対応しているが、カードスロットの実装面
積やコストを考えると、今後の STB ではカー
ドを利用しない方式が求められる。新放送
CAS は現行の 2K 放送（BS、地デジ）にも
対応するので、②、③では問題とならないが、
①の場合には BーCASカードの代わりが必要
となる。現在検討されているのは、C ーCAS
をソフト化して SoC に実装し、2K BS 信号を
C ー CAS に ReCAS する方 法 であるが、
ReCAS を各局で行う形態と、プラットフォーム
で行う形態があり、それぞれにかかわる設備
費や伝送コスト等を精査した上で、最適な形
態を選択することになる。いずれにしても現在
の運用形態を変更する必要があり、これが現
実的でない場合には、カードスロットを残し、
BーCAS カードの利用を継続するのも一つの
解となり得る。

 ４．２　新放送 CAS

高度 BS 放送の CAS 方式は、当初 ARIB 
STDーB61（デジタル放送におけるアクセス制
御方式（第 2 世代）及び CAS プログラムの
ダウンロード方式）に準拠するダウンロード型
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のCAS（DーCAS）を採用する動きがあったが、
現在は、現行の BーCASカードの IC チップ
に相当するセキュリティチップをSTB の基盤上
に実装する方式（以下、新放送 CAS）の開
発が進められている。

新放送 CAS システムの概念を図 8 に、諸
元を表 2 に示す。

SoC
セキュア
チップ

ダウンロードによる
セキュリティ更新

暗号化通信
＆認証

図8 新放送CASシステム概念図

　　　項目　　　　　　　　　内　　　容　　

　　　　　　　　　　　AES128（高度 BS 用）

　　　　　　　　　　　Multi2（2K BS・地デジ用）

CAS 方式　　　　　　　標準 CAS 実装

ソフトウェア更新　　　可能

SoC                                   　外付けチップのため、SoC 依存度低

スクランブル方式

表2 新放送CAS諸元

 4ー３　次世代ケーブル CASシスム 　　　
（C ーCAS＋）

次世代のケーブル独自CASシステムの基盤
として、現在 OMS （Open Media Security）
方式の採用が検討されている。OMSは、元々
は米国において CableCARD によるCAS 切
替方式のソフトウェアCAS 版として開発され、
その後、ETSI 103 162 および SCTE 201と
して標準化されている。

通常のソフトウェア CAS 方式では、予め
CAS ベンダーを選定した上で、そのベンダー

固有のマスター鍵（Km）をSoC に埋め込む。
したがって、米国の CableCARD や日本の C
ーCAS のようなカード方式と異なり、一度 SoC
が STB に実装されて出荷されると、それ以降
は CAS ベンダーの変更ができない。これは、
CAS ベンダーの固定化（lock-in）と呼ばれ、
CAS のソフトウェア化における大きな課題とな

すれば良い。これによりCAS ベンダー固定化
の懸 念 が解 消されることに加え、 複 数 の
CAS/DRMを並列運用することも可能である
ことから、新規サービス等への柔軟な対応も
可能となる。

OMS 上では ETSI/SCTE 標準に準拠す
る鍵階層（Key Ladder: KLAD）に対応す
るCAS プログラムを運用する。KLAD に対
応するCAS プログラム（システム）は CAS
ベンダー各社が提供しており、その中から選
択することになる。

っていた。
OMS 方 式 では、

CAS ベンダー固有の
マスター鍵の代わりに、
マスター鍵の元となる
SCK（Ｓｅｃｒｅｔ Ｃｈｉｐｓｅ
ｔ Ｋｅｙ）をSoC に埋
め 込 む。 そ の 後、
CAS ベンダーが選定
された時 点 で当 該
CAS ベンダーの IDと
SCKとの間で演算を
行うことにより、マスタ
ー鍵に相 当する K3
が生成される。STB
が出 荷 された後 で
CAS ベンダーを変更
する場合には、異な
るベンダー IDを入力
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日本ケーブルラボが拓く
ケーブル4Kの未来新連載

高度広帯域衛星デジタル放送用受信機
等の設計・製造のベースとなる NexTV-F
の運用規定 1.0 版は予定どおり昨年 12 月に
公 表されたものの、 今 後、CAS や HDR 

（High Dynamic Range）を含む一部の規
定を追加するとしている。日本ケーブルラボ
では、昨年夏頃より高度 BS 再放送運用仕
様の策定を進めているが、その最終化は、
衛星側の運用規定が最終化されて ARIB
の運用仕様（TR）となるタイミング、すなわ
ち本年夏頃となる見込みである。

第 5 章　おわりに

再放送運用仕様の最終化のためには、
CAS 方式の選定や運用ビットレートの確定
等、放送事業者との調整を必要とする事項
を確定する必要があり、日本ケーブルテレビ
連盟と連携しながら作業を進めているところ
である。

なお、2016 年夏頃、BS17ch で高度 BS
の試験放送が開始される予定となっている
が、この時点ではこれまでに述べた MMT
や次世代 CAS への対応が間に合わないた
め、ケーブルで再放送する場合には、2015
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図9 OMS方式概念図
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年 12 月に開始されたケーブル 4K 自主放送
用の STB を用いる予定である。このため、
MMT 信号は、ケーブルプラットフォームで

TS に変換し、8K 映像は 4K にダウンコンバ
ートすることも検討されている。


